
年表社会科学研究所 1945-1976

1 ζの年表は， 1945年8月15日より 1976年末日まで在対象期間とし3 事項を所内と所外K

介けて記載している。

2 所内の動きとしては，制度上の変化，部門増設，所員人事，共同研究，出版物，建築など

のほか，教授会，所員会の動きそ中心Kして，事項を収めているo

3 所員の人事Kついては，すべて発令の日付で記載しである。採用人事の場合は( Jの中

K職名を表わした。また氏名の後の内は 3 前職または転出先を表わした。

4. 各年度のはじめK共同研究の題目をかかげている。そのうち全体研究tてあたるもの Kは

本印1<:付した。内Kは，代表者名と終了年度を記載した。

5 所外の動きとしては，所内の動きの理解を助けるかぎりで，学内，日本会よび世界の出来事

を収めた。学内の事項Vてついては， キ印を付した。参考Kしたのは， r近代日本総合年表』

(岩波書応 )， r戦後 20年史年表J(日本評論社)， r朝日年鑑』左どである。

所 内 所 タ1

10-11月 経済学部(舞出長五郎学部長)も上記案K同意

1945年(昭和20年)

8. 15 日本敗戦，第二次大戦終了 I 8. 16 文部省，学徒動員解除を通達

9月 法学部(南原繁学部長)(1(制度調査委員会設置され，法政経Kわた

る新研究所創設を検討 I 10. 4 GHQ，政治的民事的 宗

教的自由K対する命IJ限撤廃の覚書

10.24 読売新聞「生産管理」はじま

る

10.30 GHQ，教育関係の軍国主義

者・超国家主義者の追放を指令

* 11. 4 経済学部教授会，橋爪明男 s

難波回春夫らの退職と矢内原忠雄，

大内兵衛，山田盛太郎ら 6人の復職

を決定(とのζ ろ，東北帝大も宇野

弘蔵らの復l践を決定)

11-12月 GHQ，財閥解体・農地改

革を指示，労働組合法公布

12. 6 南原新総長就任，以後そのもとで，上記案さらK検討

1946年(昭和21年)
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年表社会科学研究所 1945-]976

所 内 タト所

演説

4. 5 社会科学研究所設置事由 C1946.3.30付)起草(要求 14講座 ) I 4. 10 戦後初の総選挙

4. 18 向上，文部省へ発送

8. 24 社会科学研究所，東京帝国大学K附置さる(勅令第 394号)，所長

矢内原忠雄(経済学部，終戦時は無職)， 5部門(北米 ・英国・

本邦公法・本邦内政 -本邦産業経済)

8. 31 (嘱託]山之内一郎(外務省調査局)

〔同 〕鵜飼信成(終戦時は京城帝国大学)

〔同〕有泉亨(法政大学，終戦時は京城帝国大学)

〔同〕林茂(終戦時は京城帝国大学)

9. 30 (同〕高橋勇治(法政大学，終戦時は北京大学)

〔助手]松村憲一

10. 31 (!病託〕大内力(日本農業研究所)

11 月 法文経第 19番教室で業務開始

1 L 30 (助手〕塩田庄兵衛

〔事務長〕長谷川潔(経済学部)

12. 9 第 l回所員会，担当部決定

第 l昔日(米国)嘉治・内田 楊井

第 2部(英国)末延・野田・遠藤

第 3部(公法)鵜飼 ・有泉

第 4昔日(政治)山之内 ・高橋・林

第 5部(経済)大河内・ 鈴木・大内

12. 28 (照託〕内田力蔵(法政大学，終戦時は陸軍経理学校)

1947年(昭和22年)

L 20 英語名称 Clnstitute of Social Science. Tokyo Imperial 

Un ivers i ty )決定

L 31 (螺託 )字野弘蔵(三菱経済研究所)

〔併任教授〕大河内一男(経済学部)

2. 1 開所記念講演会(法文経第 25番教室)ー南原繁総長，矢内原忠雄

所長挨拶，鈴木鴻一郎 「日本現下の経済問題 J，鵜飼信成「アメ

リカ法学tてかける リア リズムとラショナリズム」

2. 14 (助教授〕大内力

〔 同 〕鈴木鴻一郎(東京芝浦電気株式会社)

〔翻訳官〕遠藤湘吉(経済学部助手，終戦時は陸軍主計少尉 )

3. 8 (教授〕 山之内一郎・鵜飼信成

〔併任教授〕末延三次(法学部)

〔併任助教授 ]野田良之(同)

〔同]大塚久雄〔経済学部)

一一 5-

5. 3 極東軍事裁判開始

5. 19 食糧メーデー

9. 14 文部省，人文科学委員会を設

置(山田盛太郎委員長)
ホ

9 月 勅令Vてより小野清一郎，末弘

厳太郎(法学部)退職

10.21 第 2次農地改革

1 L 3 日本国憲法公布

国

原

を

内

座

矢
諮

当

策

担
政

(

民

る

殖

め
3

改

部

K

学

座
済

誘

*
経
論済

)

月

経

雄

l

除

忠

L 31 ""ッカーサー， 2.1スト中止

を指令

キ
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1947. 3-1949.3 

所 内 所 タ1

3. 11 (助教授]高橋勇治内田力蔵

3.24 (教授〕嘉治真三(文部省s 終戦時は大阪商大 13.31 教育基本法学校教育法公布

4月 ζの年度よ P学術研究会議民主主義研究特別委員会の研究を担当

(矢内原忠雄， 1948年度まで)

第 I部「民主主義の思想と制度一ー各国の比較研究」

第 2部「日本¥'[;なける資本主義の発達と民主主義J(鈴木鴻一郎)

第 3部「転換期Kなける行政機構の民主主義化の問:m，とく K各種

行政委員会の実態調査J(鵜飼信成)

第 4部「労働組合運動と民主主義，殊K最近の労働争議¥'[現われた

る民主主義化の傾向の実態調査 J(大河内一男)

4. 14 研究生 6名を採用 (4.28¥'[もl名を追加採用)

4.21 助手 〕下山瑛二 ・福島新吾

4.28 社研主催のロシア語講習会開始(毎週月曜日 7月中句まで，講師

は外務省嘱託清水威久，社研所員研究生 他学昔日教職員を対象)

5. 5 公開講座はじまる(週 3日 3週間， 25番教室と 山上会議所Kて)

一宇野弘蔵 「資本論入門 J(5， 6， 7 )，高橋勇治 「中国国民党と

共産党との関係J( 1 2， 1 3， 1 4 )，有泉亨 「労働争議の法律問題」

(19， 20， 21) 

5. 19 (瞬託〕松本達郎

5.20 (助教授〕有泉亨

〔併任助教授 ]楊井克巳(経済学部)

6.28 (教授〕字野弘蔵

7. 7 r社会科学研究所図書規定」決定

7. 10 (翻訳官〕林茂

〔併任教授〕 岡義武(法学部)

7. 31 (瞬託〕藤井洋(三菱経済研究所〉

4. 14 独占禁止法公布

4. 17 地方自治法公布

6. 5 マーシャノレ ・プラン発表

8. 4 最高裁判所発足

8. 15 インド独立
ホ

8. 19 教職員適格第三審，神111彦松

(法人土屋喬雄(経)を不適格と判

定

* 10. 1 帝国大学の名称、廃止，東京大

8. 31 (嘱託 〕高橋幸八郎(農林省農業綜合研究所，終戦時は京城帝国大| 学となる

学 110.26 改正刑法公布

9. 30 (助手]渓内謙 111. 1 東京大学l隊員組合結成(宮村

10. 6 社研主催で労働組合運動の研究会をはじめるとと決定される | 摂三委員長)

10 月 秋季公開講座ー内田力蔵「米英の家族法J，大河内一男 「婦人と労 111. 6 ;1連原爆保有

働問題 J，山之内一郎「ソ連憲法と婦人の地位 J 112. 6 日本法社会学会創立

10. 31 (嘱託〕佐藤功(法務省 112.22 改正民法公布

1948年(昭和 23年)

|月 社会科学研究叢書(白日書院)干1)行は じま る(宇野弘蔵『資本論入

門j第 1巻) ) 

2. 1 関所記念講演会一林茂「政治原論 J，宇野弘蔵 「資本論Kなける I2.25 チエ コK共産党政権成立

社会科学的方法の確立」

3月 『社会科学研究』創刊(年干114号， 白日書院)

有泉亨『労働争議の法理j (社研叢書 2) 

3.31 (退職〕松村憲一(学習院大学)

〔廃嘱〕松本達郎 ・藤井洋・高橋幸八郎・佐藤功

- 6ー



所 内

4月 ζの年度よりはじまった共同研究

「労働組合運動の実態調査 J(大河内一男， 1953年度まで)

雑誌掲載論文の合評会さかんtてな ζ なわれる

4. 1 [研究員〕松本達郎・中木康夫・小山侍也竹浪祥一郎・近江谷左

馬之介

4.30 [教授]有泉亨

5.24 研究員の所員会参加をみとめる

5. 28 [助教授〕林茂

5-6月 春季公開講座 嘉治真三「外資導入の問題 J，遠藤湘吉「イン

フレ ションと財政政策 J，大内力「農村再建と農民運動」

6. 7 2部門増設決定Kさいして，49年度概算要求VC5部門 (.1中華民国

並朝鮮 2.印度並東南亜細亜諸国 3仏関西並西欧南欧諸国 4 

本邦私法関係事項 5本邦社会調査関係事項)の新設を入れると

年表社会科学研究所 1945-1976

所 外

キ

5月 新聞研究所・生産技術研究所

設置

とを決定 1 6.26 土地制度史学会 3私法学会創立

6. 14 [翻訳官]高橋幸八郎 1 6.28 日本公法学会創立

7. 12 [助手]松本達郎 I 7. 10 日本学術会議法公布

この頃 建設省の要請Kより社研所長を代表者とする宅地住宅総合研究会 1 8. 13 大韓民国樹立

結成される 1 9. 9 朝鮮民主主義人民共和国樹立

10. 1 [研究員〕佐藤功 (1954.3.31まで)
* 10. 11 助手として川田侃，喜多川篤典の採用を決定(ポストがないため川 110月 矢内原忠雄，経済学部長と左

回侃は経済学部特研生として発令 る

10-11月 秋季公開講座 「現下の経済と政治J 嘉治真三「外資導入の

FJ唱 J，佐藤功「最近K於ける行政機構の諸問題 J，鵜飼信

成 「行政委員会制」

日 8 林野局長官よ h宇野弘蔵へ「林野大面積所有者実態」調査の依嘱が 111.12 極東裁判判決

あり，承認された

11. 15 [助手〕喜多川篤典

この秋 社会科学研究所助研会結成さる

1949年 (昭和 24年 )

1. 23 2部門増設(rソ連並東欧 J， r本邦財政金融J)され 7部門

となる

1. 24 高橋幸八郎，遠藤湘吉の助教授採用を助手をのぞく所員会で決定

l 月 『社会科学研究』第 I巻 4号刊行(以後 1950年 4月まで停干iI) 

2. 1 開所記念講演会一遠藤湘吉 「戦後労働組合の実態 組合財政

を通 じてみる J，有泉亨 「労働委員会の構成と運営 その創

設以来の経験を通じて見たる」

2.24 [併任助教授]辻肩明(法学部)

2 月 社会科学研究所職員組合結成(塩田庄兵衛委員長)

高橋勇治『中国国民党と中国共産党J(社研叢書 3) 

3.31 [研究員(二級官同格)J藤田若雄(西南学院専門学校)

〔同〕氏原正治郎(経済学部助手〕

一ー 7一一

11. 15 日本政治学会創立

12. 18 経済安定9原則

1. 20 トノレーマン，後進地域開発計

画(ポイント・フォア)を発表

1. 23 衆議院選挙で共産党 35議席

Kふえる



1949.4-1951. 11 

所 内

〔助手]竹浪祥一郎

〔研究員(三級官同格)J吉野悟・阪本仁作

4 月 との年度ょ b本格化した共同研究

「住宅宅地問題の総合的研究 J(矢内原忠雄， 1951年度まで)

「林業経営と林業労働 J(宇野弘蔵， 1951年度まで)

4. 8 [教授〕内田力蔵・鈴木鴻一郎

所 外

I 本

4.25 [助教授〕加藤俊彦(東京高等師範学校 15.31 新館1]東京大学発足，矢内原忠

5 月 遠藤湘吉 『イY プレーションと日本の財政J(社研叢書 4)，宇野| 雄，教養学部長K任命される

弘蔵 『資本論入門』第 2巻(社研叢書 5，とれKて叢書刊行終る)I 7. 19 イーノレズ，共産主義教授追放

5.25 [助教授〕高橋幸八郎・遠藤湘吉 | を講演

5. 31 [助教授〕磯田進〔法務庁事務官 1 7月 国鉄人員整理，下山事件s 三鷹

国立学校設置法公布，その第 "条十てより新ltl]東京大学の附置研究所| 事件

として設置される 1 8. 17 松川事件

6. 1 [助手〕氏原正治郎 ・藤田若tIt藤井洋・小山博也 ・中木康夫・近 19. 19 人事院，政治的行為K関する

江谷左馬之介 | 人事院規則を制定

6. 13 矢内原忠雄所長辞任のため最初の所長選挙(助手をのぞく)，宇野 110.1 中華人民共和国樹立

弘蔵選出 110. 19 朝連系朝鮮人学校閉鎖さる

6. 30 [所長〕宇野弘蔵

1950年 (昭和 25年 )

1. 15 r人事K関する所員会」内規決定

2. 13 特別研究費調査として 3テーマ決定

I.r安定経済下の農村経済の変貌 J 2.r立法及政治教育の政策

K寄与するための地方自治体の綜合的実態調査 J 3.r戦後世

界各国Kなける経済社会立法なよび政策の比較研究 J

3月 東京大学社会科学研究所研究報告刊行は じまる (第 1集，東大社

研編 『戦後労働組合の実態』日本評論社)

4月 1部門 (r社会調査 J)増設され 8部門となる(4. 1 ) 

『社会科学研究』第 2巻 1号出る

との年度ょ bはじまった共同研究

「日本社会の住宅問題 J(有泉亨， 1953年度まで〕

「給与 ・公営住宅の研究 J(有泉亨， 1955年度まで)

「労働協約の総合的研究 J(有泉亨， 1954年度まで)

「立法及び政治教育の政策K寄与する目的のための農村実態の総合

的調査J(鵜飼信成， 1953年度まで)

「安定経済下の農村経済の変貌 J(宇野弘蔵， 1952年度まで)

5. 13 [講師 〕藤井洋

1. 6 コミンフォノレム ，日本共産党

を批判

1. 15 平和問題談話会，全面講和を

主張

* 3.20 学内共産党細胞禁止を告示

5月 吉田首相，南原総長の全面講

5.29 51年度増設要求部門(第二工学部講座振替)を決定(1.本邦私法| 和論を 「曲学阿世」と攻撃，南原総

関4併係手系、事項 2.中国 3.フフランス 4 

6. 1ゆ9 [翻訳官〕宇高基l輔補(岡山大学法文学音部日 I6. 6 GHQ，共産党幹音部Eの公I職隊追

6.3叩o[翻訳官〕氏原正治郎 | 放を指示

〔講師 〕藤田若雄 I 6.25 朝鮮戦争はじまる(特需景気)

〔転出 〕塩田庄兵衛助手(東京都立大学 I7. 8 社会政策学会設立

一-8ーー



所 内

9.30 [翻訳官〕潮見俊降(法学部特研生)

1 L 30 [助手]長坂聴秋田成就

12.31 助教授〕宇高基輔

〔転出〕下山瑛二助手(大阪市立大学)

1951年(昭和 26年)

年表社会科学研究所 1945-1976

所 外

7. 11 日本労働組合絞評議会結成

7. 24 レッド・パージはじまる

8. 10 警察予備隊創設

11 月 日本行政学会創立

* 12. 4 評議会，戦没学生記念像の設

置を拒否

2.26 藤井洋講師死去 1 3 月 東京大学出版会設立

4 月 3部門増設(I本邦私法 JI中国 JIプランス J)され，11部門と

なる(4. 1 ) 

ζの年度ょ bはじまった共同研究

「戦後tてなける資本家的大企業復興の実態的研究 J(鈴木鴻一郎)

「近代民主主義社会成立過程の社会経済史的分析J(高橋幸八郎)

「議会制度の原理的歴史的比較的研究J(鵜飼信成)

4. 1 [助手 〕外尾健一 ・江守五夫

〔研究員〕高柳信一

4. 15 [転出〕渓内謙助手(名古屋大学)

5.28 助研会，所長選挙権を要求

5 月 東大社研編 『行政委員会』 日本評論社

6. 4 I人事K関する所員会 J，所長選挙を延期

6 川 所長選挙Kょb宇野弘蔵再選さる

6. 30 [所長〕宇野弘蔵

7. 1 [研究員]障峻衆三

10.31 東京大学社会科学研究所 『研究月「口実態調査資料』干Ii行

第 1部門(アメリカ)嘉治，楊井(教授)，秋田(助手 )

第 2部門(イギリス)内田，末延，大塚(教授)，遠藤(助教授)

喜多JlI(助手)

第 3部門(本邦公法)鵜飼，辻(教授)，吉野(助手)，佐藤，

高柳(研究員)

第 4部門(本邦内政)岡(教授)，林(助教授)，福島 3 小山，

阪本(助手)

第 5部門(本邦経済産業)鈴木(教授)，大内(助教授)，近江

谷，長坂(助手)，服峻(研究員)

第 6部門(ソグェト連邦)山之内(教授)，宇高(助教授)，竹

浪(助手)

第 7部門(本邦財政金融)字野(教授)，加藤(助教授)，松本

〔助手)

第 B部門(社会調査)大河内(教長)，藤田(講師人氏原，潮

見(翻訳官)，江守(助手)

第 9部門 (本邦私法)有泉(教授)，磯田(助教授)，外尾(助

手)

第 10部門(中国)高橋勇治(助教授)

9-

4. 16 -<・ノカーサー解任され，離日

6.20 第 l次追放解除

9. 8 対日平和条約・日米安保条約

調印(1952. 4. 28発効)

1 L 12 京大同学会，天皇を戦争反対

のアピーノレで迎える



1951. 12-1953.6 

月fi 内 外所

第 11部門(フランス)野田(教授)，高橋幸八郎(助教授)， 

中木(助手)

事務l隊員は事務長，会計・庶務 ・図書の 3掛長をふくめて 22人

12. 1 (助教授〕潮見俊隆 -氏原正治郎

〔解併任〕岡義武

12. 3 宇野弘蔵所長，研究所のあ h方をめぐって辞意表明

12. 17 人事所員会，とれを承認

1952年(昭和 27年 )

1. 17 鵜飼信成を所長K選出

1. 19 高橋幸八郎，フランス政府の招きで長期出張 0953.10.31まで，

初の在外研究)

2. 1 (所長〕鵜飼信成

2. 4 協議員を初めて選出(嘉治真三 ・有泉亨・鈴木鴻一郎)

2. 11 r研究体制確立」と関連 して，科学研究費-特別研究費・機関研究

-研究計画Kっき討議

2. 16 人事所員会，5Jj;1J'手の助手論文を審査，助教授として採用し念いととに

決定

3. 3 人事所員会，小山博也松本達郎・竹浪祥一郎の 3助手Kっき任期

「一年間更新」を決定(諒解事項「必要の度合が強い場合Vてはそ

の期間を長くするととができる J) 

3. 17 行政管理庁行政監察部行政監察委員の行政管理庁長官宛報告書案の

なかf'Cr本所の廃止を適当とする旨の記載」があるKっき協議

(意見書提出)

3. 31 (転出 〕近江谷左馬之介助手(九州大学)，喜多川篤典助手(東京

都立大学)

4 月 との年度ょ bはじまった共同研究

「主ンミュエティの研究J(鵜飼信成 1954年度まで)

「人民民主主義の政治・法律の総合的研究J(山之内一郎， 1954年

度まで)

「村落構造の研究 J(磯田進， 1963年度まで)

4. 1 (助手〕戸原四郎 岡田与好藤田勇・大島太郎

5. 16 (教授 〕高橋勇治

5. 19 特別研究費「コンミュニティの研究」決定Kともない，同研究開始

5.31 佐藤功 ・隠峻衆三 ・高柳信ーの 3研究員任期終了 6月 1日付で再

任命 (1953年 3月 31日まで)

6. 1 (教授〕高橋幸八郎

6.30 新制大学院設置十てあたり態度決定(r研究所員としてのi獄務遂行K

差支ない限度K沿いて参加 J) 

7. 10 (転出〕 中木康夫助手(名古屋大学)

7. 24 所員会，特殊研究 「コンミュニテ ィの研究 」本調査対象を群馬県強

戸村f'C決定(8月調査実施，全所員参加〕

9. 1 (助教授〕本邦公法部門 高柳信一

一一 10一ー

ホ

12. 14 矢内原忠雄，総長K就任

キ

2.20 ポポロ事件(学生s 学内潜入

警官の警察手帳押収)

4. 28 日華平和条約調印

5. 1 メーデ一事件

5.31 民主主義科学者協会第 7回全

国大会「国民的科学の創造と普及」
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所 内

〔翻訳官〕本邦内政部門 石田t!t(法学部助手〕

10. 13 全学「アメ リカ研究」セミナー委員会第一回会合報告(出席者3 所

長 3 嘉f台真三)

所員会十て;ないて，I助手の任期 J¥iLっき問題提起さる

1 L 10 r社研叢書Jの復刊と 『社会科学研究所報告』の出版を決定

1 L 11 強戸村調査報告会

1 L 13 鵜飼所長，松本 ・福島 ・竹浪・小山 吉野の 5助手と面会。 1953

年 3月任期満了K伴う措置Kっき懇談

1 L 24 人事所員会で，助研会より 4助手の任期延長要望書が所長。て提出さ

れたこと報告さる

12 月 『東京大学社会科学研究所研究叢書』第 l冊(鵜飼信成 『行政法の

歴史的展開J有斐閣)発行

1953年 (昭和 28年 )

L 19 人事所員会 3助手の任期 1ク年延長を決定。 1助手Kついては任

期延長を認めず 3 助手任期問題深刻化

L 26 人事所員会，新学年度より定例所員会は火曜日，月・火・木の 3日

間は出所を申合せ

2. 16 ~ 2.26所員会，助手任期問題をめぐb活発な討議

年表社会科学研'究所 1945-1976

所 タト

3. 12 助研会 よD人事所員会へ「要求書」提出 (助手任期延長の件 I3. 5 スターリン死去

3. 18 鵜飼信成所長， 辞意表明 (助手任期問題と の関連で )， 有泉教授

を所長代理K選出

3. 19 鵜飼所長の辞任承認

〔所長事務取扱〕有泉亨

助研会，人事所員会K宣言(I一切の実力を行使して要求及び主張

の貫徹を期ナる J)を発 し，闘争体命1]¥iL入る

3.25 JtlJ研会，人事所員会へ「公開質問状 J(助手任期延長問題)発す

3. 30 “SociaJ Science Abstracts"No.1発行(No.3よD年 1回干1]) 

4 月 ζの年度よ bはじまった共同研究

「立法過程の法社会学的研究 J(鵜飼信成， 1954年度まで 〕

「京浜工業地帯Kなける労働市場の実態調査研究 J(大河内一男，

1955年度まで)

「社会保障の比較研究 J(山之内一郎， 1962年度まで)

「地租改正の研究 J(宇野弘蔵， 1957年度まで)

「都市tてなける貧困層の実証的研究 J(氏原正治郎， 1963年度ま

で)

4. 1 (転出]陣峻衆三研究員(東京教育大学)

〔助手]岡崎栄松 ・奥平康弘

5. 2 火曜午後を定例所員会の時間 P 木曜午後を研究会 ・委員会・臨時所

員会の時間と決定

5. 13 (所長〕 山之内一郎

5. 26 (協議員〕鈴木鴻一郎・嘉治真三 ・有泉亨

6. 9 人事所員会，小山博也助手の研究員採用決定(任期は 1954年 3月

一一 11一一

キ

4. 1 東京大学大学院〔新命IJ)発足



1953.6-1957.12 

所 内

末日迄，給与は助手K準ずる)

6. II 所長と助研会交渉，助研会，闘争体制をとく

7. 1 (研究員〕小山博也

7. 9 強戸調査参加者会合の経過報告(有泉研究体制委員より)

9. 1 (転出〕小山博也研究員(埼玉大学)

10. 1 調査統計掛設置

10. 6 (助教授]石田雄

1. 5 (転出〕鈴木鴻一郎(経済学部)

1954年 (昭和 29年 )

3.22 (助教授〕中国部門 古島和維(東洋文化研究所研究員)

次年度から法 -経両学官11ょbの併任教授依頼を中止するととK決定

(ζの年度までの併任教授は，法学部，末延三次 ・野田良之 ・辻

清明教授，経済学部，大河内一男 ・楊井克巳・大塚久説教授)

4 月 との年度よ bはじまった共同研究

「比較土地制度史研究 J(高橋幸八郎， 1958年度まで )

「ニューディーノレの総合的研究 J(嘉治真三， 1959年度まで )

「労働協約の総合的研究 J(有泉亨， 1956年度まで )

4.27 本研究所建物完成引夜し(旧館北側，地下 1階，地上4階，延面積

1，072平方米)

4.30 (転出]福島新吾助手(専修大学〉 松本達郎助手(東京女子大学)

-吉野悟助手(専修大学)

所 タト

7. 27 朝鮮戦争休戦協定調印

9.21 r日本資本主義講座J(第 1巻)

3. 8 日米MSA協定調印

5. II r東京大学社会科学研究所比較土地制度史研究班 J(連絡担当高橋 I6. 17 日本製鋼所 (室蘭)人員獲理

幸八郎)結成

6.29 研究助手ポ1 トの事務助手ポストへの流用決定 (図書整理，翻訳 .I 7. 1 防衛庁設置，自衛隊発足

外国資料整理，統計機械掛兼実態調査事務担当の 3名 I7. 21 ジュネ -7"f;あ定調印

10. 1 (専任講師]アメリカ部門鈴木圭介(経済学部研究員)

10. 5 臨時制度委員会 r臨時制度委員会報告メモ J提出(部門制，助手

制度，兼任，非常勤，各種委員会，研究計画策定等)

12. 31 (退職〕竹浪祥一郎助手(中部日本新聞社〕

1955年 (昭和 30年 )

1. 13 雑誌、合評会再開決定 I 1. 22 r春闘」はじまる

4 月 との年度よりはじまった共同研究

「よ業の実態、並K失業対策の効果K関する実証的研究 J(有泉亨，

1965年まで)

「現代日本政治の実態分析K関する基礎的研究 J(石田雄，1956 

年度まで)

「統治過程K卦ける中央と地方との関係 J(鵜飼信成)

「ソ連邦なよび中国K砕ける財産制度の変遷と現状 J(山之内一

郎， 1956年度まで)

5. 17 (所長〕有泉亨(山之内一郎所長任期満了)

〔協議員〕高橋幸八郎 ・宇野弘蔵 ・山之内一郎

一-12一一

4. 18 パン ドン会議



年表社会科学研究所 1945-1976

所 内 所 タ1

6.28 特殊研究費「失業の実態並K失業対策の効果K関する実証的研究 J 1 7. 29 日本共産党第 6回全国協議会

決定発足 1 8. 6 第一回原水爆禁止世界大会

7. 16 [助手〕望月礼二郎・松沢弘陽 1 10.. 13 社会党統一

10. 5 昭和30年度行政整理滅(助教授 1，雇員 1，計 2) 110.17 小繋刑事事件はじまる

12. 6 特殊研究費配分使用決定(r失業の笑態 Jr村落構造 Jr総選挙及 111.15 自由民主党結成

び統治過程 Jr両体制 Jr比較土地 J) 

1956年(昭和31年 )

2.20. [教授〕字高基輔 ・林茂 1 2.24 ソ連共産党 2 0 回大会ス~-

3. 8 助手の任期を決定(旧布Ij助手は 5年十就職猶予期間 I年，新首IJ大学 | リン批判

院修士の助手は 4年+就鞠酋予期間 1年)

3. 16 [転出]長坂耳目、助手(東京教育大学 I3. 19 矢内原総長ら在京 10大学長，

3.31 経済学部，高橋幸八郎宇高基事li.加藤俊彦 大内力の併任を解< 1 教育 2法反対声明

4 月 との年度よりはじまった共同研究

「わが国労働組合の組織なよび機能K関する実態調査研究 J(大

河内一男， 1959年度まで )

4. 1 [停年退官〕 山之内一郎(熊本大学)

4. 1 [転出〕岡田与好助手(東北大学)・外尾健一助手(東北大学)

4.26 [協議員]字野弘蔵 ・内田力蔵・高橋幸八郎

6. 17 本月より俸給は月 1回払(毎月 17日)となる(従来は 9日， 24 

日の 2回払)

7. 1 [翻訳官〕フランス部門 波辺洋三 1 10. 19 日ソ国交回復共同宣言

9. 13 r社会科学研究』を第8巻よ!?r東京大学社会科学研究所紀要』と 110..23 ハンガリ一事件

して出版するととを決定 12. 18 日本，国際迎合加盟

1957年(昭和32年)

1. 1 [助手〕戸坂嵐子

1. 17 特殊研究費の配分決定(r失業実態 J，r村落構造 J，r両体制 J，

「現代ア メリカ経済の分析 J) 

2. 14 [協議員〕嘉治真三・高橋勇治・高橋幸八郎

2. 16 [所長〕内田力蔵(有泉亨所長任期満了 I2.25 岸内閣成立

3. 31 [転出〕秋田成就助手(法政大学) 江守五夫助手(明治大学)・

奥平康弘助手(専修大学)・岡崎栄松助手(立命館大学)

4 月 との年度ょ bはじまった共同研究

「我が国ドノレ不足とアメリカ経済 J(嘉治真三 ，1958年度まで)

4. 1 [助手 〕遅塚忠弟・刺谷信義

5. 16 r人事所員会 」を「教授会 JVC， r一般所員会」を 「所員会 JVC名

称変更

6. 1 [教授〕磯田進加藤俊彦

9. 12 r国際R噛研究所」案配布さる

1 o.. 10. [転出〕 大内力(経済学部)

12. 9 新建築完成し引澱完了(旧館南側，地下 I階地上4階延面積 1.152

平方米)

一一 13一一

8.27 原子力研究所の第 1号原子炉

vcゾくともる 、
10.. 4 ゾ連人工衛星府上げ

10..24 愛媛県教委，勤評笑施
キ

12. 14 茅誠司総長就任



1958. )-)960.6 

所 内

1958年(昭和 33年 )

1. 1 (助教授〕波辺洋三

1. 16 1"国際問題研究所 」問題対策特別委員会設置(所長・鵜飼 ・嘉治 ・

高橋(勇)・高橋(幸)・林・宇高・磯田 ・遠藤 潮見)

2. 13 助手任期決定(新制大学院博士課程修了者任期 2年+就職猶予期間

1年)

2.25 法文経 19番教室(一部)の経済学部返還決定

3. 18 評議会，国際問題研究所〔仮称)に関する委員会の設置決定(委員

は，教養 ・文 -法・経，各 2名，東洋文化研・社研，各 2名，ア

メリカ研究セミナ一委員会 2名，計 14名)

3. 31 (停年退官]宇野弘蔵(法政大学)

3. 31 (転出〕阪本仁作助手(関西学院大学)・大島太郎助手(専修大学)

〔退職〕藤田勇助手

4月 ζの年度主りはじまった共同研究
ホ

「アジア地域の法構造ならびK社会構造の近代化K関する研究」

(内田力蔵， 1963年度まで)

* 「日本社会の近代化K関する研究 J(内田力蔵， 1960年度まで)

「アメリカ行政法の戦後日本の行政法K及ぼした影響K関する実

証的比較的研究 J(鵜飼信成， 1960年度まで)

「国際歴史学会への日本歴史学の現状報告書作成及び日本歴史学文

献の整序並びK翻訳等々のための体系的研究 J(高橋幸八郎，

1958年度ま で)

4. 1 (助手〕浅井敦・石崎昭彦 ・波辺昭-小林謙一 ・稲本洋之助

所 タl

本

2. 18 評議会，本学Kなける諸問題

(共同の研究所K関する問題を含む)

を総合的K検討するため学部長会議

で原案を作るととを了承

4. 17 1"国際問題研究所」委員会(全学)委員決定(内田所長，高橋(幸))I 6. 8 憲法問題研究会(大内，我妻-

7. 3 教官の勤務外兼任Kっき，申 し合せ(他大学講義週 3回限度，集中 |宮沢ら)第 1回総会

講義年間 1カ月以内， 兼任教授は原則として認め左い 16. 30 経済研究所(経済企画庁)設

7. 15 (教授〕遠藤湘吉 |置

〔助教授〕ソヴェト部門(法律)藤田勇

7 月 『東京大学所蔵ロシア ソグェト関係図書目録』発行(1"文献目録 」

第 1冊)

9.25 所員会「アジア地域の法構造研究会 」運営委員会の設置決定

10.23 1"国際隅研究所JVC関し，研究所の意見(1"賛意味するととは 1108酬法改正案，国会上程

できない J)を委員会(全学 )VC提出

所員会「警職法改正 JVCっき「研究班」を設置〔主任鵜飼教授)

11. 20 教授会，社会科学研究所の性格づけの文書(国際問題研究所委員会 112.19 アジア経済研究所設立認可

K提出)を承認

1959年(昭和34年)

l月末近代化研究室開設

2. 16 (所長〕内田力蔵(再任)

2. 19 (協議員〕嘉治其三 ・有泉亨・高橋幸八郎

一一 14ーー

2.16 キューパ革命成功(カス トロ

首相就任)



年表社会科学研究所 1945-1976

所 内 所 外

4 月 との年度よりはじまった共同研究 I 4. 18 東洋文化研究所「国際問題研

「近代財政金融制度の成立J(加藤俊彦， 1963年度まで 究所K，全体として参加してよい J

r 1 9世紀初期Kなけるイギリス立法改革運動の研究 J(内田力蔵， I との意志表示

1960年度まで 〉

「社会主義協同組合の研究 J(宇高基輔， 1963年度まで )

「宅地住宅総合研究 J(有泉亨， 1961年度まで)

4. 1 [助手〕辰巳光世

5.20 r東京大学社会科学研究所要覧J第 l号発行

6.25 r国際作彊研究所K関する小委員会仮案 JVてっき態度決定

6. 30 [退職〕戸原四郎助手

7. 17 r社研拡充フe ラン」十てついて意見交換(r国際問題研究所」問題と I 9. 15 7ノレ γ チョフ訪米

の関連で 1 9.30 中ソの意見対立激化

1 L 26 安保条約改定問題Kっき「専門家の報告を聞く会」をなく(世話人 11L 2 水俣病問題で不知火海泊岸漁

有泉教授 民，日本窒素水俣工場へ舌L入

5. 10 経済理論学会創立

所員会で国際問題研究所委員会(全学)が「社研，東洋文化研は，その

まま Kして地域研究を行う」と決定したとの報告さる

この年 『調査資料』第 1集(大内力 『農業災害制度の実態』当所干Ij)発行

1960年(昭和 35年)

2. 11 r国際問題研究所K関する委員会報告書 J( 1.アメリカ， ヨーロ:; 1 L 5 三池争議始まる

ソ速なよび関係地域の法律，政治，経済，社会，文化等の綜 1 L 16 全学連，首相訪米阻止行動

* 合的比較的研究機関とする 2アジア地域は東洋文化研究所，日 1 L 30 r国際問題研究所K関する委

本社会の実態究明は社会科学研究所の分担とする)を討議3 社 会 | 員会報告書」

科学研究所の意見を確認(国際問題研究所設立案K反対を表明)

3. 16 [助教授]本邦経済産業部円 安良減盛昭

4 月 との年度ょ Dはじまった共同研究

「現代アメリカ資本主義の特質と諸変化 J(嘉治真三， 1961年度

まで)

「戦後労働争議の研究 J(藤田若雄， 1963年度まで)

「神奈川県下K;1:，'ける関連中小企業 J(大河内一男， 1961年度ま

で)

「神奈川県下Kなける民生基礎調査 J(氏原正治郎， 1961年度ま

で)

「日本Kなけるユニオ Y ・リーダーの性格 J(大河内一男， 1961 

年度まで)

「人民公社の総合的研究 J(高橋勇治， 1963年度まで)

「土地制度の法律問題J(澱辺洋三 1963年度まで)

4. 1 [所長〕高橋幸八郎(内田所長任期満了)

〔協議員〕有泉亨・高橋勇治・宇高基輔

〔助手]小池和男 ・佐藤良雄・林健久・和田春樹

〔転出]松沢弘陽助手(北海道大学)

6. 14 教授会，助手の所長選挙権要求を否認

6. 16 6. 15事件K関連 し教授懇談会

保

議
女

は

る

}

亡

因

主

人

死

原

始

4

決

子

の

命

幻

採

智

モ

革

(

行

美

デ

生

志

強

樺

生

学

有

約

で

学

月

官

条

モ

4

教

保

デ

長

国

大

明

安

会

総

韓
ホ
東
声
新
国
#
茅

を

向日

n
U

斗リ

ハ
U

R

3

PO

1
1
2
3〆

2

l

l

A
斗

A
斗

E
Jb

F
D

PO

P

口

一一 15一一



1960.6-1963.4 

所 内

7. 1 [転出〕望月礼二郎助手(東北大学)

11. 17 制度審議会第三専門委員会の総長選挙規程改正案Kっき意見を提出

1961年(昭和36年)

2. 2 予想される国際問題研究所設立との関連で社会科学研究所の研究休

借りを検討

3.31 転出〕 小林謙一助手(名古屋市立大学) 石崎昭彦助手(神奈川

大学)

4月 との年度ょ bはじまった共同研究
本

「戦後Uてなけるアーパニゼーションの進展と地域社会の変貌(京

葉地帯を中心として)J (高橋幸八郎， 1963年度まで)

「アジア地域の社会経済構造K関する総合的研究 J(高橋幸八郎，

1962年度まで〉

「産業構造の比較史的研究J(高橋幸八郎， 1963年度まで)

「ア メリカ合衆国中西部の研究 J(嘉治真三， 1964年度まで〕

「社会主義諸国K沿ける司法，調停制度K関する比較研究 J(高

橋勇治， 1962年度まで〕

「中小単産の組織なよび機能Vて関する研究 J(氏原正治郎， 1964 

年度まで)

「ア ジア諸国i'C:J:，'ける法制度の変遷と実態 J(内田力蔵， 1963 

年度まで)

4. 1 [協議員〕有泉亨・高橋勇治・宇高基輔

〔助手〕伊藤隆・柴垣和夫・藤i額浩司

〔転出〕波辺昭助手(和歌山大学)

5.25 鵜飼教授辞意表明(国際キリスト教大学学長就任のため)

6. 1 [助教授〕ドイツ経済 戸原四郎

7. 1 [助教授 〕アメリカ部門井出嘉憲

10. 15 [転出〕鵜飼信成(国際キリスト教大学)

所 タト

会制の危機Kあbと声明

6. 19 新安保条約地位協定自然、承

三刃
仙色、

ホ

6 月 国際問題研究所設立案件，実

行委員会K移る

7. 16 ソ述人専門家の中国引揚げ通

とと
口

8.29 -9.2近代日本研究会議主催セ

ミナーのための箱根予備会議

12.27 池田内閣，所得倍増計画決定

5. 16 韓国軍事クーデタ

6. 12 農業基本法公布

11. 30 [転出〕利谷信義助手(東京都立大学 111.14 通産省，徳山・水島コンビナ

12. 14 創立 15周年記念論文集のための全体研究会開催を決定 | ート建設認可方針決定

「人事K関する内規」ー音日改正(専任講師教授会参加， 1962. 1. 

1施行)

12. 16 [転出〕関谷嵐子助手(北海道立寒地建築研究所)

12.25 矢内原忠雄元所長死去

一一 16-



所 内

1962年(昭和 37年)

1. 16 [教授〕氏原正治郎

3.28 -29京葉工業地帯見学

3. 31 [転出〕浅井敦助手(愛知大学)

クリストアァ ・ヒノレを囲む研究会

4 月 との年度ょ bはじまった共同研究

「福祉資金行政K関する研究 J(氏原正治郎， 1963年度まで〉

「中小企業の合理化の現状と問題点 J(氏原正治郎)

「労働基準法の研究 J(有泉亨， 1963年度まで)

「アメリカ資本主義の構造 J(鈴木圭介， 1966年度まで)

「世界経済の研究 J(加藤俊彦， 1967年度まで)

4. 1 [所長]高橋幸八郎〔再任)

年表社会科学研究所 1945-1976

所 タト

3. 18 アノレジエリア戦争終了

3.29 京都大学，経済研究所設置

3.31 旧制博士制度打ち切b

6. 19 詐議会，さ きK解散した「国

際問題研究所K関する委員会」委

員vnアメリカ研究K重点をな〈

研究所を設置する構想、 J(rCついて

〔協議員〕有泉亨高橋勇治宇高基報 意見を求める

〔助手〕伊藤喜雄 加藤栄一-山田卓生 1 6.20 中教審「大学の管理運営Kつ

6.28 大学管理問題K関し，総長K反対の意向を申し入れるととをi決定す| いて」答申案作成(1 962. 1 O. 15 

るととも K情報収集のため連絡委員会(遠藤・加藤 ・波辺 ・井出)1 最終答申)

を設置 1 7. 5 アジア ・フォード財団の中国

7. 6 大学管理問題K関し，東洋文化研究所，史料編纂所，新聞研究所， 1 近代史研究への資金供与反対運動

社会科学研究所の各代表，総長と会見 l 起9， γyポジゥム開催

7. 10 大学管理問題K関し，対策委員会(上記連絡委員のほか，内田 ・有 1 7月中印国境紛争

泉 高橋勇・宇高高柳)を設置 110.22 キューパ危機

8. 17 大学管理問題対策委員会 rr中間報告j(rCなける問題点」作成 111. 2茅国大協会長ら，文相に大学人

10 月 「社会科学研究所規則」命促 | 事K文相が拒否権をもつべきでな

11. 1 助手〕堀部政男 | い等申し入れる

1963年(昭和 38年)

1. 17 助研会，所内研究会再建促進方十てっき，委員会設置を所員会K提案

3.27 社会科学研究所創立 15周年式典挙行(於医学部講堂)

『社会科学の基本問題』上 ・下巻刊行

3. 31 [転出〕小池和男助手(法政大学) ・林健久助手(立正大学)

3 月 助研会「所内教授の人と学問」シリーズ開始(第 1回，遠藤湘吉教

授)

4 月 との年度よりはじまった共同研究

「ア ジア・アフリカ地域の社会経済構造K関する研究 J(高橋幸八郎，

1966年度ま で〕

「アジア・アフリカ地域K関する研究文献ならびK資料の総合的調査

研究 J(内田力蔵， 1965年度まで)

「資源開発の歴史的実証的研究 J(嘉治真三， 1965年度まで)

「インド及び東南ア ジアKなける イギリス法の影響の研究 J(内田

一一17一一

12. 5池田首相の「人づく b懇談会」

発足

2 月 中ソ公開論争激化
本

3 月大学院人文科学 ・社会科学研

究科を改組 し， 人文科学・教育学

.法学政治学 ・社会学・経済学の

5研究科を設置

キ

4 月外国法文献センター設置(法

学部人京都大学K東南つ戸、ジア研

究センター設置



1963. 4 -1 965. 4 

所 内

力蔵)

「医療情Ij度の研究 J(有泉亨， 1966年度まで)

「公法と私法の研究 J(高柳信一， 1969年度まで)

「損害賠償と損失補償の研究 J(高柳信一， 1964年度まで)

「老令者の職業と生活K関する研究J(氏原正治郎， 1964年度まで)

「近代日本Kなける政党構造の史的研究 J(林茂， 1967年度ま

で)

4. 1 (協議員〕有泉亨・高橋勇治・字高基輔

〔助手〕毛利健三 ・山口浩一郎 ・山本潔

〔転出〕遠藤湘吉(経済学部)・藤瀬浩司助手(名古屋大学)

4. 16 (助手〕保木本一郎

「規則」一部改正(部門の名称変更)を教授会決定(r北米合衆国

並米州諸国 」→「アメリカ J，r本邦私法関係、事項」→「本邦私

法 J，rフランス私法関係、事項」→ 「フランス J) 

5. 16 教授会，在外研究期聞は原則として 2年未満とし，とれをとえる場

合は休職とするととを申し合わす

6. 4 所内研究会開始(第 I固 有泉亨報告「法と事実K関するこ，三の

思いつき J) 

8. 1 (転出〕遅塚忠約助手(北海道大学)

所 外

8 月 「大学の自治と大学の管理J( r思想J466号所載，遠藤・高柳 ・ 1 9. 6 首都圏基本問題懇談会，筑波

波辺執筆)を学内K配布 | 学園都市建設を結論

10. 1 (助教授〕本邦経済産業部門 大石嘉一郎(福島大学 111.22 クネディ米大統領暗殺

* 業務掛設置 112. 14 大河内一男総長就任

1964年 (昭和 39年 )

1. 1 (教授〕潮見俊隆

2. 12 助研会，r次期所長Vてたいする助研会の要望 」提出

3. 16 (転出 〕加藤栄一助手(東北大学)

3. 19 ちかく発足する東京大学総合計画委員会の委員K有泉亨を選出

3.31 (退職〕柴垣和夫助手

4 月 ζの年度よりはじまった共同研究

「主本的人権の比較的・総合的研究 J(有泉亨， 1966年度まで)

「日本近代化K関する総合的研究 J(高橋幸八郎， 1965年度まで)

「産業革命の研究 J(高橋幸八郎， 1965年度まで)

「日本産業革命の展開とその構造的特質K関する研究 J(大石嘉一

郎， 1967年度まで)

「中ソ論争の研究 J(高橋勇治， 1965年度まで)

「社会主義法十てなける個人の権利と自由なよびその保障J(高橋勇

治， 1965年度まで)

「農山漁村の法律問題の研究 J(潮見俊隆， 1967年度まで〕

「日本漁業と漁村の構造K関する法社会学的研究 J(潮見俊隆， 1965

年度まで)

ー-18ーー

本

2. 18 r東京大学名誉教授称号授与

規則JJ制定 (4.1施行〉

3. 5 都立大学教授戒能通孝，小繋

事件弁護のため辞表提出
ホ

3.27 宇宙航空研究所設立



所 内

「チューダ一期のイギリス法 J(内田力蔵， 1965年度まで )

「アジアの経済法 J(内田刀蔵， 1965年度まで )

「アジア法(とく Kインド法を中心として)の総合的研究 J(内田力

蔵， 1967年度まで 〕

「アメリカ資本主義の構造研究 J(嘉治真三，1966年度まで)

「中小企業の階層分化K関する研究 J(氏原正治郎， 1966年度ま

で)

「社会保障意識K関する研究 J(氏原正治郎， 1965年度まで)

4. 1 [所長〕有泉亨(高橋幸八郎所長任期満了)

〔協議員]高橋勇治・宇高基車市 田高橋幸八郎

〔助手〕石坂昭雄 佐々木隆雄・中主主太一

4.20. E.F.ジェ コ7-教授を囲む研究会

B. C_ツェーファ教授を囲む研究会

所内企画委員会発足(東京大学総合計画委員会設置K対応し，社会

科学研究所体制を再検討)

『研究計画並びK研究実績』刊行はじまる(毎年干1])

6.30. 企函委員会，外国部門の教授懇談会を開催(社会科学研究所の外国

部門の特質を討議)

7. 20. [併任教授〕小林直樹・野田良之(法学部， 1968.3.31まで)， 

併任教授依願を再開，

10. 15 r基本的人権の研究」運営委員会(有泉 高橋(勇〕高橋(幸〕・氏

原・小林・石田 ・高柳・大石)，同幹事会(高柳 波辺・藤田)

発足

10..22 I国立大学協会会則改正案 JVCかんする社会科学研究所意見を決定

(学長選有権者への総会公開，総会議事録の作成・保管，向上議

事録公開など)( 10. 27 東京大学意見)

『社会科学研究J第 16巻第 1号(本年 10月)よ b東京大学出版会

発行となる(第 3巻第 I号以降有斐閣)

11. 1 転出〕伊藤喜雄助手(農林水産技術会議事務局 )

1 L 12 学術会議(人文社会科学振興のための特別委員会〕の「日本近代化

の研究 J計画作成依頼を受諾

1 L 26 r社会科学研究所改組拡充計画 J(案)作成(本邦 8部門，外国 13部

門，客員その他 5部門)

12 月 「日本近代化K関する総合的研究」準備委員会発足

1~6 5年(昭和40 年)

年表社会科学研究所 1945-1976

所 タl

4. 1 日本 IMF 8条国K移行

4.17-4.26 国際歴史学会本部事務

局理事会，東京で開催

4 28 日本，OECDVC加盟

* 5 月総合計函委員会規程制定(1969

4 まで)

6. 1 三菱重工(株)発足(三重工合

併)

8. 2 トンキン湾事件

8.21 -31 北京科学シンポジウム開

催

10. 1 東海道新幹線開業

10. 15 7ノレシテョフ， ソ連共産党第一

一書記兼首相を解任さる

* 1 L 10 総合計画委員会，社会科学研

究所K改組拡充計画案提出を要請

12. 5 マックス 田ウェーパ一生誕

100年記念ツンポジゥム開催(東大

経済学会・社会学会共催)

* L 28 I社会科学研究所改組拡充小委員会」委員として有泉王子，高橋幸八 IL 26 総合計画委員会， I社会科学

郎を選出

3. 31 [停年退官〕嘉治真三(独協大学)

〔転出〕佐藤良雄助手(成城大学)

〔退験〕辰巳光世助手

4 月 1部門増設(rドイツ J)され 12部門と在る(4. 1 ) 

との年度ょ bはじまった共同研究

ーー 19一一

研究所改組拡充小委員会」設置を

決定

2. 7 米，ベトナム北爆開始



1965.4-1967.4 

所 内

「地域開発の社会科学的研究 J(加藤俊彦一経済学部機関研究K

協力参加ー 1967年度まで)

「公害払唱の研究 J(有泉亨一生産技術研究所と協力して発足一

1967年度まで)

「戦後日本V亡なける労働j調査の研究方法K関する基本資料の集成」

(氏原正治郎， 1970年度まで)

「第三次産業の労働問題 J(氏原正治郎， 1967年度まで)

「資本主義の進展と農業近代化に関する比較経済史的総合研究」

(高橋幸八郎， 1967年度まで)

「ソ連邦Vてなける 『工業化』の歴史的 ・実証的研究 J(宇高基輔，

1967年度まで)

「現代社会の構造変化と政治指導ー 1930年代の比較政治的研究」

C林茂， 1967年度まで〕

「住宅団地管理K関する比較研究 J(有泉亨， 1966年度まで)

4. 1 (協議員〕高橋勇治・宇高基輔・高橋幸八郎

〔助教授〕本邦財政金融部門 柴垣和夫

〔助手]高村直助

所 タl

〔転出〕毛利健三助手(福島大学 I4. 13 東京大学， ロストウ訪問中止

4. 16 (教授]高柳信一 | を発表

* 5. 13 r人事K関する内規」検討委員会(高柳 ・波辺 戸原)設置 I 5.26 総長のもとで「社会学部案」

社研のあD方を検討する委員会(加藤委員長)設置 | 検討会設けられ，第 l回会合

6.24 r人事K関する内規」→日改正(r翻訳官」の削除など I5.28 日銀，山一証券κ特別融資

7. 15 あb方委員会 rr地域研究連絡センタ 』の具体的構想tてついて J I 6. 12 家永三郎，教科書検定違憲の

を作成 | 訴え，阿賀野川流域で第二水俣病

8. 26 有泉所長「社会科学研究所改組拡充専門委員会メモ J(専門委Uてな| 発見

ける議論の内容を社会科学研究所の立場から整理 しつつ「社会科 I6. 22 日韓基本条約調印

学の比較総合研究」という創設以来の立脚点から改組拡充の根本

思想、を論じ，あわせて国際問題研究所懐)との関連K言及)

8. 31 (転出]山口浩一郎助手(横浜国立大学)

10. 1 (助手〕松沢哲成

10. 1 インドネシ79.30事件
本

10.21 文学部教官，r社会科学研究

〔併任教授〕芦部1言喜 (1968.3. 31まで 所改組拡充小委員会J(tL地域研究の

11. 18 科学技術基本法案K対する意見(人文・社会科学との関連明確化な | あり方Kついて意見書提出(特定部

ど 局K設置せず，中央直結の全学的機

構とする)

1966年(昭和41年)

1. 1 (教授]渡辺洋三

1. 13 r社会科学研究所改組拡充専門委員会 」社会科学研究所提出の 「改

組拡充仮案」を承認

2.24 r社会科学研究所改組拡充専門委員会報告 J(tLもとづき概算要求起

革委員会 L加藤 ・潮見・石田・安良城 ・藤田)設置

国大協 「大学の管理運営K関する意見(案)J検討小委員会〔高柳・

淀辺・石田・安良城・柴垣)設置

一-20一一

* 2. 16 r社会科学研究所改組拡充専

門委員会報告書J(2. 23 総合計

画委員会承認)((1)本邦 ・外国 2部

門市IJ (2)外国部門の国別編成を地域

別編成K改組 ・拡充 (3)国際問題研

究所廃案など)



年表社会科学研究所 1945-1976

所

3. 1 講師〕フランス部門 稲本洋之助

3. 31 [転出〕 山本潔助手(法政大学)

〔退職〕伊藤隆助手

4月 乙の年度よりはじまった共同研究
本

「日本の近代化の構造的特質に関する総合的研究一人文社会諸

科学の協同Kよる ー J(高橋幸八郎， 1968年度まで)
キ

「日本の近代化過程tてかける国家と経済K関する総合的研究一国

際的契機との関連十てないてー J(林茂， 1968年度まで)

「イギリス近代法の生成と展開 J(内田力蔵， 1973年度まで)

「団地居住者生活実態調査J(氏原正治郎， 1968年度まで)

内 所 外

4. 1 [所長〕高橋幸八郎(有泉所長任期満了 〉
本

4 月 東洋学文献セン Fー設置(東

洋文化研究所)，中国文化大革命

拡大

〔協議員〕林茂 ・加藤俊彦 ，潮見俊隆

〔助教授 〕本邦公法部門 奥平康弘(名古屋大学)

〔講師〕ソ連経済和田春樹

〔助手 〕戒能通厚-柳沢治

〔併任教授〕遠藤湘吉(経済学部，1975. 1 O. 1 9まで )

〔転出〕山口浩一郎助手(横浜国立大学)

4. 14 r国立大学協会大学管理運営協議会 『大学の管理運営K関する意見

(案)Jvc:対する意見

5. 9 r東京大学社会科学研究所改組拡充案」を決定(改組拡充の趣旨， I 5. 11 明治百年記念準備会議(議長

改組拡充の特色3 研究部門(23部門案)内容説明)( 5. 26. 佐藤栄作首相)発足

22部門案K修正〕

5.26 ヰ報伝研究第一テーマVc:r技術革新」推進を決定
キ

6.23 改組拡充と関連して， (1) r社会科学資料文献センター」検討委員会 I6 月 大型計算機センター設置

(氏原・被辺 古島他 )，なよび，(2) r客員部門」検討委員会 110.31 中教審「後期中等教育の拡充

(協議員高柳)設置

8. 1 [転出〕石坂昭雄助手(北海道大学)

10. 1 [助手〕手塚和彰
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〔転出〕高村直助助手(横浜国立大学 の自治」配布

10.20 r資料文献セン Fーの考え方 J(セン Fー業務内容 r資料文献セ|日 30 国大協学生問題特別委員会

ンタ一団地」構想、左ど)

12. 1 [転出〕場部政男助手(一橋大学)

12. 14 社研職組青年部結成

「学生問題K関する所見」 発表

12. 8 建国記念日審議会，建国記念

日r2月11日」を答申

1967年 (昭和 42年)

2.23 特殊研究「技術革新の研究」実施計画作成のための小委員会(氏原

・高柳 ・安良城・柴垣)設置

3.31 停年退官〕有泉亨(上智大学)

〔転出〕佐々木隆雄助手(法政大学) ・山田卓生助手(中央大学)

4月 との年度よりはじまった共同研究

* 「技術革新のなよほす社会経済的影響 J(加藤俊彦，1971年度まで)

「義本主義形成展開と『営業の自由JJ(高柳信一， 1972年度まで)

「アメリカ独占資本主義の研究 J(鈴木圭介， 1972年度まで)

一-21ーー



1967.4-1969.1 

内 外所

4. 1 協議員〕林茂 ・加藤俊彦 ・潮見俊隆

〔教授〕古島和維

〔助教授〕稲本洋之助

〔向〕イギリス部門 岡田与好(東北大学)

〔同〕イギリス部門 戸塚秀夫(明治大学)

〔助手〕神林章夫・西川純子・宮崎良夫

〔転出〕中富太一助手(滋賀大学)

〔事務長〕安原弥三郎(本部経理部)(長谷川潔事務長転出)

5. 16 [名誉教授〕有泉亨

6. 1 部門増設 (1アメリカ圏経済 J)，拡充改組スタ トし，計 13部

門となる

〔教授〕石田雄

6. 15 社会科学研究所創立 20周年記念講演会(於法文経 22番教室)

氏原正治郎 「戦後労働市場の変貌 J.高柳信一「基本的人権序説」

所

5 月 学術研究への米軍資金援助が
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6.20 ゼロックス (420型)はじめて設置 | 事訴訟を提起

7. 1 1東京大学社会科学研究所拡充改組計画説明資料 (1-四一1967)J1 9. 1 四日市ぜん息患者も民事訴訟

作成 | を提起

10.31 第 1回「技術革新」全体研究会 110 8 3派系全学連，佐藤首相のベ

12. 1 [併任教授〕隅谷三喜男(経済学部， 1971. 3. 31まで トナム訪問阻止行動

12. 14 事務機構検討小委員会(研究室主任，図書，雑誌，出版各委員長) 111. 13 ベ平連，米空母イ y トレピッ

設置 | ド号4水兵の脱走を発表

1968年(昭和43年)

1. 18 教授会，助研会より提出の所長選挙権要求の要求書を検討 3 次期所

長選挙は従来どを!Jvc行うととを決定

1. 25 社研 13部門中 11部門K大学院学生定員がついた ζ と報告される

2. 1 [助教授]和田春樹

2. 6 パ リ大学文学部アンリ・ノレフェ ーフソレ教授をかとむ研究会

2. 16 [講師 〕政治部門 有賀弘(法政大学)

3. 7 社研増築のための予算が認可されたため 3 建築委員会(潮見俊隆委

員長)iJl設置された

3. 26 W基本的人権』第 1巻(総論)，東京大学出版会

3. 31 [転出〕保木本一郎助手(国学院大学〕

4 月 2部門増設(1ヨー ロッパ圏経済第 1J， r社会主義圏法律 J)さ

れ， 15音E門と念 る(4. 1 ) 

定員削減で事務定員 1名滅

ζ の年度よ bはじまった共同研究 1 4. 17 八幡 ・富士製鉄の合併発表

「戦後日本Kなける労働争議の法社会学的研究 J(藤田若雄，197115.3 パリ r5月革命」のはじま b

年度まで 15.27 日大全共斗結成

4. 1 所長]加藤俊彦(高橋所長任期満了 1 6. 2 米ジェッ ト戦闘機，九大K墜

〔協議員 〕高橋幸八郎・潮見俊隆 ・高柳信一 | 落

〔助教授〕アメリカ圏経済 馬場宏二(神奈川大学)

〔助手〕小湊繁・早川|征一郎・平石直昭 ・本間重紀

一-22一一

1. 19 米原子力空母エンタープライ

ズ佐世保入港

* 1. 29 医学部で登録医制度反対の無

期限スト

1. 31 南ベ トナム解放戦線，テト攻
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年表社会科学研究所 1945-1976

内 外所

5. 1 [教授〕藤田若雄・鈴木圭介

6. 18 助研会，機動隊導入V亡対する抗議声明を発する

6.20 臨時教授会で事態を協議，評議会Kよる導入 「了承 JI'C疑問出され

る

7. 10 教授会，社会科学研究所名の意見書(7.9付)を総長K提出(機動

隊導入の危険性を指摘し 6.17措置を批判)

7. 16 [助教授〕有賀弘

8. 12 教授会， 8.10告示Kついて討議

10. 3 教授会，学内問題Kついて審議し，医学部処分を撤回し，学生との

合意を重視し，機動隊導入を反省して，青医速を公認するととが必

要であるとの見解K到達

10.29 緊急教授会，総長試案について討議

IL 7 加藤所長辞意を表明，高橋上席協議員もとれK向調，教授会， ζれ

を認め，氏原正治郎を所長事務取扱K選出

IL 8 文学部「団交 」をめぐる機動隊導入の危険にかんし，執行部K慎重

K判断すべきととを申し入れる

1 L 9 r教授会確認事項 00.29付)Jを承認し，部局内K配布するとと決

定 (8.10告示廃止，評議会自明Hてよる処分取消し，機動隊導入自

己批判，青医連公認，全学集会での合意tてよる解決)，教授会内

K基本問題委員会と対策委員会を設置

1 L 11 との日より教授会メンパ-I'Cよる宿直をなとなうととKなる

1 L 14 [所長事務取扱〕氏原正治郎

〔協議員〕古島和維

1 L 16 教授会， r 8.10付告示についての見解J決定

12. 1 [助手〕原因純孝

12. 5 社研対策委員会「医学部処分取消の根拠と文学部処分問題」を作成，

総長代行K提出

12. 10 同r12月2日付『学生諸君への提案』の問題点 」を作成，総長代行

K提出

所

キ

6. 15 全学闘，安田講堂占拠

* 6. 17 機動隊導入，評議会了承
キ

6.20 9学部ス ト
ネ

6.28 総長会見

7. 2 長田講堂第 2次占拠

* 7. 16 全共闘 7項目要求

ヨド

8. 10 総長告示

8. 20 ソ連軍，チェコ侵入
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* 
12. 12 理学部化学教室で人文系4研究所教官と加藤総長代行との会見 112.26 加藤総長代行rr提案』をめ

12.26 教授会 ，社研職組より提出された 「社研民主化」 要求Kついて討議 | ぐる基本的見解J，7学部代表団と

12 月 談話会をとの月で終9，春まで中止するとととなる | の予備折衝

1969年 (昭和 44年)

L 9 社研の建物内K侵入 した共閥系学生が，教育学部内の民主化行動委

の学生を攻撃 し，との戦闘で社研のうけた被害は甚大であった。

機動隊が導入され，共閥系学生は逃げ去ったが，民主化行動委の

つ〈ったパ リクードが社研内Kのとり， 同委系学生I'Cよる社研の

建物の一部占拠の状態と念った

L 10 所長代行は民主化行動委代表Kパリクー ド撤去を申し入れる，との

日より教官の日直はじめる

L 11 教官個室の重要書籍避難

L 14 所長代行は新聞研究所岡部所長との連名で，全学共闘会議と民主化

一一23一一
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* L 10 7学部集会，10項目確認書

* L 14 工学部ス ト解除，安田講堂城

砦化はじまる



1969.1-1971. 10 

内 所 タl所

行動委員会の双方K厳重申し入れ

1. 16 教授会，入試問題Vてついて討議

1. 31 教授会，確認書について討議

2. 4 全学閉鎖，検問K立つ

2. 6 との日よ 9，教官 Kよる宿日直と bやめる

2. 18 所長選挙，氏原正治郎選出

2.22 (所長〕氏原正治郎

2.27 社研改革委員会設置(高柳・加藤.戸塚奥平 )，社研改革シンポ

ジウムをはじめる

3. 15 新館竣工(地下 1階地上6階 2，074平方米)

3.25 r基本的人権』第 5巻刊行，とれKて完結

3. 31 (停年退官〕内田力蔵(国学院大学)

4 月 1部門(r社会法J)増設され， 16部門となる(4. 1 ) 

との年度よりはじまった共同研究

* 「戦後改革の比較的・総合的研究 J(氏原正治郎， 1972年度まで)

r 19世紀後半K台ける欧米諸国Kむける近代化の実証的研究 J(氏

原正治郎， 1969年度かぎり)

r r新左翼j労働運動の歴史的・実証的研究 J(戸塚秀夫， 1974 

年度まで)

4. 1 停年退官〕高橋勇治(千葉大)

〔協議員〕高柳信一・潮見俊隆古島和維

〔助教授〕私法部門利谷信義(都立大)

4. 17 教授会，非常勤講師出向の枠を再確認(週 3回以内，集中講義 2週

間以内)

4. 24 ソ連科学アカデミー アジア諸民族研究所日本部長ラトゥイシェフ

博士をかとむ懇談会

教授会 3 東大紛争総括Kかんし，と(It(助手の傍聴をみとめて討議

5. 22 新館のヲ|波しをうける

5.23 教授会，ヲ|きつづき，東大紛争総括のための討議

5.27 (名誉教授〕内田力蔵高橋勇治

6.26 社研改革シンポジウムを終えるととを決定

7. 16 (併任教授〕立病明(法学部， 1974.3.31まで)

7. 17 全体研究「戦後改革の比較的・総合的研究」の運営方法Kついての

討議が主?となわれ，石田，利谷，柴垣の 3委員を選出

10. 2 教授会，法科系助手Kついても募集をbとなわないと決定

10.21 r戦後改草の研究」運営委員会(石田 ・藤田・大石・戸原・刺谷 ・

柴垣)発足

10 月 「戦後改革の研究」第 1回研究会

11. 4 職組，宿日直全廃の要求を確定する

12. 10 柴垣和夫，総長補佐(改革担当)と左る(1970.2. 6まで)

1970年 (昭和 45年 )

3. 12 宿日直H噛での所員懇談会
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3 月 東京地裁で東大事件公判開始

本

4. 1 加藤一郎，総長K就任

本

5 月 全学部で授業再開

6. 8 ニクソン3 グアム・ドクト リ

ン発表

8. 3 大学運営K関する臨時措置法

制定

次第会査調
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10.21 反戦デーで職員5名逮捕

11. 16 '/ンミ事件暴露さる

11. 22 佐藤ニクソン共同声明

I 2. 3 核兵器拡散防止条約調印



年表社会科学研究所 1945-1976

所 内 外所

3. 14 [所長]漸見俊隆〔氏原所長辞任)

〔協議員〕高柳信一 ・古島和雄 ・大石嘉一郎

この頃 『基本的人権』合評会

3. 31 [転出〕西川純子助手(関東学院大学)・柳沢治助手(明治学院大

学)

4月 との年度よりはじまった共同研究

「戦後改革と産業構造の変革 J(潮見俊隆， 1972年度まで)

「市民革命の研究 J(岡田与好， 1972年度まで)

「現代の家族法と家族政策K関する総合的研究J(利谷信義)

「農村・漁村の法律問題 J(波辺洋三)

〔助教授〕労働部門 山本潔(法政大学)4. 1 

6.25 

7. 9 

10. 1 

10.29 

1 L 12 
12. 3 

宿日直問題の改革決定(一般義務を廃し，特殊な職穏をなく)

社研改革委員会設置(波辺洋三委員長)

〔転出〕手塚和彰助手(千葉大学)

「社研改革委員会討議資料(第 l次)J教授会で討議

図書掛が，資料 ・雑誌、掛と図書掛K分けられる

「社研改革委員会討議資料(第 3次)J 

1971年(昭和 46年 )

2. 1 r戦後改革」研究のため事務助手採用(任期 3年プラスアノレファ)

2. 18 所員会で社研改革問題の討議はじまる

3. II 改革論議のまとめとして， r 197 L 3. 11所員会の決定・了解事項」

できる(L助手制度Kついて 2.月例研究発表会Vてついて 3全

体研究Kついて， 4.グループ研究Kついて， 5.出版物Vてついて，

6.雑誌、Vてついて， 7.業績の点検Kついて， 8非常勤講師の制限)

3. 18 [協議員〕高柳信一 古島和維 -大石嘉一郎

3 月 『東大社研所蔵極東国際軍事裁判記録j第 1冊出る

4 月 ζの年度よりはじまった共同研究

「近代フランス法の研究 J(稲本洋之助)

4. 1 [事務長〕白石由博〔生産技術研究所)(安原弥三郎事務長転出)

〔転出〕小湊繁助手(信州大)

有賀弘，総長補佐となる 0972目 9.1まで)

4. 15 月例研究会発足(第 l回，石田雄「政治学と隣接科学一法社会学

との関連を中心として J) 

5. 13 社研改革委員会「当面の助手制度探)J 

5.27 教授会，助手問題Kついて討議

6. 16 [併任教授〕篠原ー(法学部， 1974.3.31まで)

6. 17 法律・政治系と経済系の助手募集を決定

9. 9 教授会，.r部局自己点検第 1次検討事項 J~てついて討議

9. 30 法科系助手として 3名採用、決定

社研改革委員会「部局自己点検報告書 J(その 1) 

10. 1 [助教授〕工業部門 山崎広明(法政大学)
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* 4 月 「大学改革準備調査会管理組

織専門委員会報告書 J，同「研究

教育組織専門委員会報告書J

* 6 月 改革委員会(教官)中問答申

6.23 日米安保条約自動延長
* 8. 28 地震研宮村教授事件発生

10. 19 国会の裁判官訴追委員会，平

賀元札腕地裁所長を不訴追，福島

判事を訴追猶予と決定

1 L 25 三島事件

6. 17 沖縄返還協定調印

7. 15 エクソン訪中発表

8.月 ドノレシヨァク，円の変動相場

制への移行
本

9 月 改革室発足，長期計画特別委

員会設置

* 10 月 研究教育体制専門委員会3 教

官自己規律専門委員会発足



1971. 10-1974. 3 

所

11. 1 r図書借出及び閲覧規定J改正

11. 18 非常勤務師出向を年間 2コマ以内と変更

経済系助手募集なな見送bと決定

内

12. 2 教授会，調査助手(労働)の採用規準と服務規律決定

12. 16 安良城盛昭助教授辞意表明

次期全体研究のテーマVてかんする討議主?となわれる

1972年 (昭和 47年 )

1. 20 調査助手(労働)採用決定 (2.16発令)

2. 16 マイクロ・ リーダー ・プリンター購入

3. 2 安良城助教授の辞表受理を決定

3. 14 (所長〕高柳信一

〔協議員〕波辺洋三・大石嘉一郎 古島和維

3.31 (停年退官 〕宇高基輔

〔退職〕安良城盛昭

〔転出 〕早JI¥征一郎助手(法政大学)

〔同〕松沢哲成助手(東京女子大)

4 月 との年度よ りはじまった共同夜間

「現代社会主義の研究 J(古島和雄， 1975年度まで)

4. 1 (助教授〕ヨーロッパ図法律戒能通厚

〔助手〕田端博邦 ・吉田克己 ・松本礼二

所 外

10.25 国連総会，中華人民共和国の

加盟を決議

12. 14 キノフォノレム薬害訴訟はじま

る

1. 22 イギリス， E C(I[加盟

2.21 エク yン訪中

5. 15 f!t.縄復帰

〔転出〕村淋章夫助手 (信州大学 I7. 4 ソウノレ・ピヨンヤンで南北共同声

5.23 (名誉教授〕宇高基輔 | 明

9.28 宇土砂f改革委員会 rr教官自己規律専門委員会報告j (修正第 1次案)I 7. 7 回中内閣発足

(1[ついての意見 J I 9.25 日中共同声明調印

* 10 月 高柳信一・藤田勇編 『資本主義法の形成と展開ー資本主義と営業 110 月 研究教育体制専門委員会と教

の自由J1.東大出版会 | 官自己規律専門委員会，報告提出

* 1 1. 1 (教授〕戸原四郎 111. 10 経済系大学院自治会，無期限

11. 15 経済系大学院生Vてよ b経済系 4教官の研究室が封鎖される

11. 16 社研改革委員会rr総長 ・部局長の選任K関する中間報告』について」

教授会，封鎖自主解除決定，ただちK執行

次期全体研究のテーマを 「ファシズムと民主主義」と決定

「戦後改革 」研究の成果報告書の繍別構成，最終決定

この頃 経済系大学院生による第 2次封鎖のととろみな しかえす

12 月 第 1日曜日よ 9，新聞研究所ととも(1[，休日の無人化実施される

12. 14 rファシズ ムと民主主義 」運営委員会発足(奥平委員長 ・有賀 稲

本.馬場・ 山崎)

1973年(昭和 48年 )

2. 8 社研改革委員会 「改革委員会(教官)部会報告 フォーラム

No. 27 (1[ついての意見」

2. 15 r社会科学研究』の出版を紀要方式K一元化するととを決定

社研改革委員会 「教官自己規律Kかんして当研究所が新たKとる

- 26ー

ストに入9，経済学部研究室を封鎖

* 12. 19 評議会，教官の自己規律Vてつ

いて決定 r総長選挙内規の一部を

改正する内規 」を議決

* 1. 9 学生自治会中央委員会公認

1. 27 ベトナム和平協定調印



所 内

ベき方策Kついて」

2.22 r教官自己規律K関する部局措置Vてついて 1973年2月22日社会

科学研究所教授会」を討議，承認(在任 10年どとの業績評価制

度)

年表社会科学研究所 1945-1976

所 外

3. 15 社会科学研究所 「教官 自己規律K関する部局措置十てついて J(準備 I3. 6 経済系大学院自治会， スト・

期間をむき実施 封鎖をとく

3. 22 社研改革委員会 「事務体制lの改善Kかんする若干の提案 J(業務掛

Kなける研究事務の充実，研究業務計画会議の開催)

4 月 I部門u工業J)増設され，17部門となる (4.1 ) 

との年度よりはじまった共同研究
ホ

「ファシズムと民主主義の比較的・総合的研究 J(波辺洋三，1977 

年度まで)

「イギリス所有権法の総体的把握 J(戒能通厚〕

4. 1 [停年退官〕高橋幸八郎(早稲田大学)

〔同〕林茂(神奈川大学)

〔同〕鈴木圭介

〔同〕藤田若雄(国際基督教大学)

〔協議員〕波辺洋三 ・大石嘉一郎 目古島和維

〔教授〕奥平康弘・井出嘉憲 戸塚秀夫 -矛IJ谷信義

〔助教授〕社会主義園経済 二瓶剛男(法政大学)

〔助教授〕 ヨーロッパ圏法津 広渡清吾 (京都大学助手)

〔助手〕古城誠 ・波辺治

4. 16 [助教授〕ヨーロッパ園経済第 1 毛利健三(福島大学)

〔同〕公法宮崎良夫

5. 1 [助教授〕アメリカ圏経済 安保哲夫〔法政大学)

5. 15 [名誉教授〕高橋幸八郎・林茂

5. 17 東大社研「筑波大学法案」研究会 「筑波大学法案K関する見解」

5.29 r戦後改革 」第 48回研究会，とれをもって研究会終了

6. 1 [教授〕柴垣和夫

9.27 ホップスポーム教授をかとむ研究会

10. 1 助教授〕財政金融加藤栄一 (東北大学)

10. 4 :t士研改革委員会 「大学Vてなける 『研究所問題Jvc関する調査研究

報告書(案)vcついて 」

10.. 6 ソノレボンヌ大学ドロ ーズ教授をかとむ研究会

日 l 全体研究補助助手を再採用

12.28 調査助手制度問題Kついて職組青年部要求提出

1974年 (昭和 49年 )

本

4. 1 林健太郎 ，総長K就任

4. 7 東大事件最後のグノレ ープK地

裁判決

4~5 月 ニク j ン政権， ウ ォ ター

ゲート事件で大ゆれ

* 7. 1 創立百年事業全学委員会発足

8. 8 金大中氏主主致事件

9. 11 筑波大学法案成立，テリ クー

テタ

9.21 日本 3 ベトナム民主共和国承

五忍

10. 1 第 4次中東戦争，原油価格値

上げ， エネノレギー危機

10.. 14 ~イ学生革命

2. 15 調査助手問題Kついて職組要求提出 I 1 月 不況は じまる，東南アジア各

2. 19 助研会，博士課程 l年ない し2年 ょb採用された助手の任期を 3年 | 国で田中首相，反日デモK迎えら

プラス 1年Kしてほ しいとの要望書提出 | れる

3. 7 綜合大学院構想、Kついて教授会で討議 I 2 月 国会で石油会社，商社追及さ

3. 13 所長と職組交渉委員会委員長との問で確認書(調査助手制度設置vc l れる

一一 27一一



1974.3-1976.12 

所 内

あたって事務職員の意向を反映させなかった点はいかんである)

3. 14 [所長〕夜辺洋三 (高村11信一所長任期満了)

〔協議員〕大石嘉一郎 潮見俊隆・戸原四郎

調査助手制度問題を契機として，教富と事務理究員の合同委員会，研

究事務休館l験討委員会設置さる(氏原委員長・井出 ・小黒 ・戒能

櫛引 ・柴垣・塚越った子・塚越由夫 ・松岡 吉田 .1渡辺治 ・波辺

福治-波部)

3.20. 教授会見解 r~総合大学院の構想Kついて.! (49. 2. 19改革室)

K対する見解」

東大社研編 『戦後改革J1 (課題と視角)，東京大学出版会

3.29 所長と職組交渉委員会委員長との聞で確認書(調査助手が辞表を提

出した上，任期終了後一定期間助手の地位を保持しつづけるとと

で合意なる)

4月 ζの年度よ bはじまった共同研究

「現代財政金融の研究 J(加藤俊彦)

「土地・都市開発法制の総合的研究 J(波辺洋三 )

4. 1 [助教授〕社会主義圏政治 近藤邦康(北海道大学)

〔同〕農業西田美昭(高崎経済大学)

〔助手]馬場康雄・後藤光蔵

〔事務長〕鈴木一男 (文学部) (白石由博事務長転出)

〔転出 〕平石直昭助手(千葉大学)・本間重紀助手(静岡大学)

新聞研究所，史料編纂所ととも K株式会社ライトブノレ一社との間K

宿日直及ひ'夜間巡回の委託契約結ぶ

所 外

* 
5. 1 (併任教授〕斎藤真(法学部 I5 月 百年史編集委員会設置

〔同 〕三谷太一郎(法学部 I7. 3 金芝河らK死刑判決

6 月 「研究事務体制検討委員会第 I次中間報告(草案)J I 7. 7 参議院選挙，保革接近

7. 12 研究事務体制検討委員会 「現行グループ'研究調査助手制度Vてついて I8. 8 ニク Yン大統領辞任

の提案」

10.. 3 r研究事務体制検討委員会最終報告書ー管理体制 コミュニクー

ション組織の改善と研究事務体制jの将来方向Kついての提案一」

10. 15 r今後の社研諸組織のあb方Kついての所長提案」

10..24 上記提案への修正と補足が所長から説明された上で3 所員会，所長

提案承認。 「現行グノレー 7・研究調査助手制度の廃止K伴う今後の

措置Kついて」討議

11. 28 所長提案「グループ研究の位置づけー主として研究事務体制との

関連(i(沿いて 」

12. 12 社研改革委員会「文部省在外研究制度の運用Kついて J

社研史編纂委員会設置(岡田委員長・井出・柴垣 ・高柳・広波・山

本和田)

1975年 (昭和50.年 )

* 11. 29 建築委員会長期計画特別委員

会第 4次結果報告 「本郷キャンパス

の計画原案」

12 月 田中首相辞任，三木内閣成立，

ζの年，マイナス成長

l 本

1. 23 戒能助教授より提出された辞表を受理するととを決定 I 1. 24 r改革室総合大学院機想専門

2.27 所員会，所長提案「全体研究事務体制の問題点の整理と提案」を了 | 委員会報告書」
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所 内

承

2.28 (退職〕戒能通厚

3. 14 (協議員〕潮見俊隆 ・大石嘉一郎・戸原四郎

3. 31 (退職〕田端博邦助手

4 月 この年度よ Dはじまった共同研究

「“高度経済成長 "の終駕tてともなう労使関係変貌K関する実態調

査研究 J(氏原正治郎)

「日本近代法史研究 J(矛IJ谷信義)

4. 1 (停年退官〕磯田進(日本大学)

〔教授〕山崎広明

〔助教授〕政治 坂野淵二 (な茶の水女子大学)

〔助手〕池田恒男 ・奥田央工藤章田中慎一

4. 24 i r総合大学院構想専門委員会報告書JI'L関する見解 Jを決定

7. 25 r戦後改革J8 (改革後の日本経済)，刊行完結

9. 18 i r国立大学入試改善調査研究報告書JI'Lついてのアンクート tてた

いする回答」を決定

10. 19 遠藤湘吉例任教授死去

10.23 r戦後改革』合評会はじまる

11 月 『東京大学社会科学研究所てびき』刊行

1976年 (昭和51年 )

2. 10 γ ェフィーノレド大学ブラウン教授をかとむ研究会

3. 1 (助教授〕社会法田端博邦

3. 14 (所長〕岡田与好(i渡辺洋三所長任期満了)

〔協議員〕藤田勇 ・戸原四郎 ・奥平康弘

4 月 との年度ょ bはじまった共同研究

「昭和恐慌の実証的研究ー農村恐慌を中心として ー J (大石嘉

一郎)

4. 1 助手]伊藤正直・菅井益郎

〔併任教授〕林健久(経済学部〕

7. 8 iファツズムと民主主義」成果報告書編集プラン最終確定

9.29 所長名でn国立大学協会共通第一次試験K対する本学の態度.111( 

ついての意見」提出

11. 30 (退職〕原因純孝助手

一一 29一一

年表社会科学研究所 1945-1976

所 タト

2. 17 韓国で政治犯多数釈放

4. 6 韓国で政治犯8人処刑l

4. 17 プノ y ペン陥落

4.30 サイゴン陥落，ベトナム戦争

なわる

* 8. 16 i東京天文台不祥事件」処分

9.30 天皇訪米

11. 26 公労協，スト権スト

2. 4 ロッキード汚職暴露

3. 1 韓国で民主救国宣言

6.24 ベトナム社会主義共和国成立

7. 27 田中前首相逮捕

9. 9 毛沢東死去

10. 6 !J.イ・クデタ

10. 7 中国「四人組」追放発表

11. 3 民主党カ タ一候補，大統領

K当選

11. 17 -18 国大協総会，国立大学共

通第一次試験実施の方針を決定

12 月 三木退陣，福田内閣成立




